
論文　衝撃荷重を受ける RCはりの動的応答性状に関するファイバー要素
　　　解析法の適用性

小室　雅人*1・牛渡　裕二*2・武田　雅弘*3・岸　徳光*4

要旨 : 本研究では衝撃荷重を受ける小型 RC梁を対象に，ファイバー要素を用いた衝撃応答解析を実施し，
その適用性に関する検討を行った。ここでは，形状寸法の異なる 2種類の矩形 RC梁に関する重錘落下衝撃
実験を対象に数値解析を実施し，載荷点変位および支点反力に着目して検討を行った。その結果，1)曲げ破
壊型で終局に至る RC梁の場合には，要素長を桁高の 1/2程度とすることにより，衝撃荷重載荷位置における
梁の応答変位を精度よく再現可能であること，2)また，支点反力に関しては，最大応答値を過小評価する傾
向にあるものの，その波形性状を大略再現可能であること，などが明らかになった。
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1. はじめに
現在，落石防護施設構造物等の耐衝撃用途鉄筋コンク

リート（以後，RC）構造物は，落石対策便覧1)等の要領に
基づき許容応力度設計法の下に設計が行われている。一
方で，構造物の設計法は，許容応力度設計法から性能照査
型設計法へ移行しており，耐衝撃用途構造物に関しても
同設計法に基づいた耐衝撃設計法の確立が望まれている。
このような状況のもと，著者らの研究グループは，衝

撃荷重を受ける RC梁の耐衝撃挙動を明らかにするため
に，既往の研究においてスパン長，断面寸法，鉄筋比の異
なる小型から大型に至る RC梁を対象に数多くの衝撃実
験 2)や数値解析3), 4)を実施してきた。その結果，有限要素
法による三次元弾塑性衝撃応答解析を実施することによ
り，実験結果を大略再現可能なことを明らかにしている。
しかしながら，実務レベルでの構造物の耐衝撃設計を考
える場合には，高度な三次元弾塑性衝撃応答解析に代わ
るより簡易な解析手法の確立が必要であると判断される。
一方，近年構造物の耐震設計分野では，構造物の地震

時挙動や耐震安全性を検討するために，ファイバー要素
を用いた時刻歴応答解析法が実務的に広く用いられてい
る5)。しかしながら，衝撃応答解析に関しては，山本ら6)

や藤掛ら7)の研究があるものの，それほど多くは実施さ
れていないのが現状である。
このような背景より，本研究ではファイバー要素を用

いた衝撃応答解析法の妥当性を検討することを目的に，
形状寸法の異なる 2種類の矩形 RC梁に関する重錘落下
衝撃実験2)を対象にファイバー要素を用いた数値解析を実
施し，主に載荷点変位および支点反力に着目してその適
用性に関する検討を行った。なお，本数値解析には，汎
用解析用ソフトである Engineer’s Studio8)を使用した。
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2. 実験概要
2.1 試験体概要
図－ 1には，本数値解析に用いた RC梁の形状寸法およ
び配筋状況を示している。A梁は梁幅が 200 mm，梁高が
250 mm，純スパン長が 3 mの矩形 RC梁であり，主鉄筋
として D19を 4本，帯鉄筋として D10を 100 mm間隔で
配筋している。また，B梁は梁幅が 200 mm，梁高が 300

mm，純スパン長が 2.7 mであり，主鉄筋には D22を 4本，
帯鉄筋には D6を 125 mm間隔で配筋している。なお，コ
ンクリートの圧縮強度 f ′c および主鉄筋の降伏強度 σy は，
A梁ではそれぞれ 23.5 MPa, 404 MPa，B梁では 23.6 MPa,

380 MPaであった。
表－1には RC 梁の静的設計値の一覧2)を示している。
表より，本 RC梁は計算せん断余裕度が 1.5以上であるこ
とより，静的には曲げ破壊型で終局に至ることが分かる。
2.2 実験方法
実験は，鋼製重錘を所定の高さから梁スパン中央に一度

だけ自由落下させることにより実施している。表－2に
は実験ケースを一覧にして示している。使用した重錘の
質量は Aおよび B梁で異なり，それぞれ 300 kg，500 kg

である。
RC梁は，写真－ 1に示すように支点反力測定用ロード

セル付きの支点治具上に設置し，かつ重錘落下衝撃荷重

表－ 1 静的設計値

試験 主鉄筋比 計算曲げ 計算せん断 計算せん断
体名 耐力 耐力 余裕度

pt (%) Pusc (kN) Vusc (kN) α

A梁 1.36 57.5 97.4 1.70

B梁 1.55 94.9 177.6 1.87
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図－ 1 RC梁の形状寸法および配筋状況

表－ 2 実験ケース

試験体名 重錘質量 衝突速度
M (kg) V (m/s)

A梁 300 4.0, 5.0, 6.0, 7.0

B梁 500 3.13, 4.20, 5.05, 5.78, 6.42, 7.00

写真－ 1 実験状況

載荷時の梁端部の跳ね上がりを防止するために，鋼棒と
鋼梁からなる跳ね上がり防止治具を用いて固定されてい
る。なお，跳ね上がり防止用治具は支点と共に軸を中心
に回転できるように工夫されている。これより，支点部
の境界条件は，ピン支持に近い構造となっている。
測定項目は，重錘衝撃力 P，支点反力 Rおよび載荷点

変位 δ である。なお，後述の解析には，実験で得られた
重錘衝撃力を入力荷重として梁スパン中央に与えている。

3. 数値解析の概要
3.1 材料物性モデル
図－ 2には，本解析で用いたコンクリートおよび鉄筋の

材料構成則を示している。
(1) コンクリート
図－ 2 (a)にはコンクリート要素に用いた応力－ひずみ
関係を示している。コンクリートに関しては，東京大学コ
ンクリート研究室で開発されたコンクリートの除荷・再
載荷を含む経路依存型の構成則モデル9), 10)を用いており，
圧縮領域における応力－ひずみ関係は次式で表される。

σ = KE0(ε − εp) (1a)

K = exp
{
−0.73

εmax

εpeak

[
1−exp

(
−1.25

εmax

εpeak

)]}
(1b)

E0 = 2
f ′c

εpeak
, εpeak = 447.2 · f ′c ·10−6 (1c, d)

εp = εmax − 20
7

εpeak

[
1−exp

(
−0.35

εmax

εpeak

)]
(1e)

ここで， f ′c：圧縮強度 (MPa)，εp：塑性ひずみ，εmax：過
去に受けた圧縮ひずみの最大値である。
一方，引張側に関しては (2)式で表され，引張強度 ft に

達した段階で応力が解放されるモデルである。なお，引
張強度に関しては圧縮強度の 1/10とした。

σ = R f · ft
( εtu

ε

)C
(2a)

R f = K3, ft = 0.1 f ′c (2b, c)

εtu = 102.9 · f ′c
1/6 ·10−6 (2d)

ここで，C：引張軟化係数であり，本解析では C = 7.5と
設定した。

(2) 鉄筋
図－2 (b)には，軸方向鉄筋およびせん断補強筋に用い
た応力－ひずみ関係を示している。鉄筋要素に用いた構
成則モデルは，降伏後の塑性硬化係数 H ′ を考慮したバ
イリニア型の等方弾塑性体モデルである。弾性係数 Es お
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図－ 2 材料構成則
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図－ 3 ファイバー要素の分割状況（B梁の場合）

よびポアソン比 νs および単位体積質量 ρs は，それぞれ
Es = 206 GPa, νs = 0.3，ρs = 7.85× 103 kg/m3 とした。ま
た，塑性硬化係数 H ′ は，弾性係数 Es の 1 %を仮定して
いる。
3.2 数値解析モデルと境界条件
本論文では，ファイバー要素における要素長が解析結

果に与える影響を検討するために，長手方向の要素分割
長 L（以下，要素長）を変化させた解析を実施し，適切な
要素長を決定している。図－ 3には，本数値解析で用い
たファイバーモデルの要素分割状況の一例を示している。
本解析では要素（部材）の中央に一つの Gauss積分点をも
つ 1次の Timoshenko梁要素を用いた。したがって，各要
素の曲率分布は一定である。また，梁断面の分割に関し
ては，図に示すように梁幅および梁高をそれぞれ 10分割
とした。
実験における RC梁は，写真－1に示すように専用の治

具によって固定されている。しかしながら，これらの治
具を本数値解析で適切にモデル化することは煩雑さを伴
うことより，支点のモデル化に関する事前解析を実施し
た。その結果，支点治具が梁の動的応答性状に及ぼす影
響が極めて小さいことが確認されたことより，ここでは
そのモデル化を省略した。なお，支点位置に相当する節
点に対して z軸回りの回転を許容することによって支点
部の挙動を再現することとした。
衝撃荷重の載荷方法に関しては，実験結果より得られ

た重錘衝撃力波形をスパン中央の節点に作用させること

によって再現した。なお，減衰定数 hは質量比例型減衰
項のみを考慮することとし，鉛直方向最低次振動数に対
して h = 1%とした。

4. 数値解析結果と考察
4.1 要素長に関する検討
前述のように，ファイバーモデルを用いる場合には要

素長 Lが解析結果に与える影響を確認する必要がある。
ここでは，Aおよび B梁の V = 4 m/sを対象として，要素
長を変化させた解析結果と実験結果を比較することによ
り検討を行った。なお，要素長 Lは桁高 Dに対する割合
で整理することとした。
図－4には，A梁の場合における要素長 Lと載荷点変位
波形の関係を示している。図より，要素長が大きくなる
ほど，載荷点変位も過大に評価する傾向にあることが分
かる。図－5には，A, B梁における最大変位と要素長の
関係について，縦軸に解析結果と実験結果と比を取って
整理している。図より，A, B梁ともに実験結果との誤差
を 10 %以内にするためには，要素長 Lは桁高 Dと同程度
以下にする必要があることが分かる。
本数値解析の範囲では L = 0.5Dとすることで実験結果

を精度よく再現できるものと判断し，要素長を 0.5D程度
とすることとした。
4.2 各種時刻歴応答波形
図－6および図－7 には，A，B梁に関する時刻歴応答
波形を示している。ここでは，衝突速度 V � 5, 6, 7 m/sに
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図－ 6 A梁における各種時刻歴応答波形

ついて抜粋して示している。
(a)図の重錘衝撃力波形に着目すると，波形は衝突初期

に発生した振幅が大きく周期の短い第 1波と，後続の振
幅が小さく周期の長い第 2波から構成されていることが
分かる。なお，前述のようにファイバー要素解析には，こ
の衝撃力波形を入力荷重として設定している。
次に， (b)図に示す実験結果の支点反力波形に着目する

と，波形は，いずれの衝突速度に関しても重錘衝突直後
に負の値を示し，その後正側に反転し最大応答値に至っ
ている。その後，高周波の振動を伴いながら徐々に低下
し，減衰自由振動に移行している。減衰自由振動に至る
までの時間に着目すると， (a)図に示す重錘衝撃力の作
用時間が 2 ∼ 3 msであるのに対して，支点反力は 30 ∼ 50

msと長く，また衝突速度に対応して長くなる傾向にある
ことが分かる。
一方，解析結果における支点反力波形に着目すると，最

大支点反力は実験結果よりも小さく評価されているもの
の，反力の作用継続時間は両者でほぼ一致していること
より，波形全体の性状は大略再現できることが分かる。
しかしながら，衝突速度 V の大きい B-V7梁の場合には，
支点反力における第 2波目を小さく評価していることが
分かる。これは，衝突速度の増大とともに載荷点直下近
傍に斜め 45度のひび割れが顕在化することを実験的に確
認していることより，このような斜めひび割れが顕在化
する場合には，第 2波目の再現性が低くなる傾向にある
ものと推察される。なお，最大支点反力における両者の
差は，支点治具のモデル化（支持条件）による影響が一つ
の要因と考えられる。

(c)図に示す載荷点変位波形に着目すると，実験結果は，
正弦半波状の主波動を示した後，いずれの梁においても
残留変位が発生している。なお，最大変位発生以降には
減衰自由振動状態に推移していることより，梁の損傷程
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図－ 7 B梁における各種時刻歴応答波形

表－ 3 各種応答値一覧

ケース名 衝突速度 最大支点反力 Rmax 最大変位 δmax 残留変位 δres

V (m/s) Rmax (kN) δmax (mm) δres (mm)

実験結果 解析結果 実験結果 解析結果 実験結果 解析結果

A-V4.0 4.0 173.3 126.2 33.1 33.8 14.0 18.3

A-V5.0 5.0 183.5 108.4 49.0 46.9 26.5 31.2

A-V6.0 6.0 188.2 130.1 66.8 65.5 39.5 47.3

A-V7.0 7.0 172.7 108.1 84.0 83.5 58.0 65.3

B-V3.0 3.13 230.8 169.1 20.4 20.8 8.9 11.0

B-V4.0 4.20 380.0 184.4 33.1 32.6 19.2 21.4

B-V5.0 5.05 372.4 267.7 43.0 42.1 28.1 30.5

B-V6.0 5.78 379.0 319.3 55.5 63.9 39.1 51.3

B-V6.5 6.42 379.3 357.4 67.2 67.4 49.4 54.2

B-V7.0 7.0 408.1 254.2 83.1 64.9 58.8 52.4

度は比較的軽微であるものと推察される。
解析結果と実験結果を比較すると，解析結果は初期勾

配や最大変位，残留変位等の実験結果を精度よく再現で
きていることが分かる。また，最大変位発生後の減衰自
由振動状態の波形性状に関しても大略再現できているこ
とが分かる。しかしながら，B梁の衝突速度が V ≥ 6 m/s

の結果に見られるように，衝突速度の増加に伴って梁の
損傷が顕在化すると，解析結果の精度は低くなる傾向に
あることが分かる。

4.3 各応答値に関する数値解析結果と実験結果の比較
表－3には，解析結果から得られた全てのケースにおけ
る最大支点反力 Rmax，最大載荷点変位（以後，最大変位）
δmax および残留変位 δres を一覧にして示している。また，
図－ 8には，表－ 3に示した最大支点反力 Rmax，最大変
位 δmax および残留変位 δres について，解析結果と実験結
果をそれぞれ縦軸および横軸に取って整理している。な
お，図中の 45◦勾配を有する実線は解析結果と実験結果
が一致していることを，網掛の部分はそれに対する誤差
幅 10 %を意味している。すなわち，実線より下側の領域
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図－ 8 各応答値に関する解析結果と実験結果の比較

は実験結果が解析結果より大きいことを，上側の領域は
解析結果が実験結果より大きいことを示している。

(a)図より，最大支点反力に関する解析結果と実験結果
の関係を見ると，解析結果は実験結果よりも過小に評価
する傾向にあることが分かる。最大誤差は約 50 %である
ものの，大部分は 30 %程度以内に分布していることが分
かる。

(b)図より，最大変位 δmax に関する解析結果と実験結
果の関係を見ると，その誤差は形状寸法や衝突速度にか
かわらずほぼ 10 %以内の領域に分布しており，解析結果
は実験結果によく対応していることが分かる。
また， (c)図に示す残留変位 δres に関しては，解析結果

は実験結果を若干過大に評価する傾向にあるものの，最
大変位と同様にその誤差はほぼ 10 %以内であることが分
かる。
以上より，提案のファイバー要素を用いた数値解析法

は，最大支点反力を過小に評価する傾向にあるものの，最
大変位を 10 %以内の誤差で評価できることが明らかに
なった。

5. まとめ
本研究では，ファイバー要素を用いた衝撃応答解析法

に関する適用性を検討すること目的に，小型矩形 RC梁
の重錘落下衝撃実験を対象に検討を行った。本研究で得
られた結果を整理すると，以下のように示される。

1) 曲げ破壊型で終局に至る RC梁の場合には，要素長
を桁高の 1/2程度とすることにより，衝撃荷重載荷位
置における梁の応答変位を精度よく再現可能である。

2) 支点反力に関しては，最大応答値を過小に評価する
傾向があるものの，その波形性状は大略再現可能で
ある。

今後は，実規模に近い大型 RC梁に対しても数値解析
を実施し，ファイバー要素を用いた衝撃応答解析法の適
用性について更なる検討を行う予定である。
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